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一　はじめに：内戦の定義と問題提起
　「内戦」（〔英〕civil war, 〔仏〕guerre civile, 〔独〕Bürgerkrieg）は、「国際法上、
…、一般的には一国の領域内における合法政府と反乱団体間ないし革命・独立
の運動団体との間（ときには反乱団体間）でその国の支配権力または分離独立
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をめぐって争われる武力抗争を指す」とされている（ 1 ）。また、「内乱
（rebellion）」、「非国際的武力紛争（non international armed conflict）」、「国際的性
質を有しない武力紛争（armed conflict not of an international character）」と説明
されることもある（ 2 ）。実のところ、「内戦」についての明確な、あるいは公式
の定義は存在しないと言わざるを得ないが、ただし武力紛争の発生する範囲が
「一国の領域内」に限られ、「国際的性質」を有していないことが重要な判断基
準とされている。すなわち、ここでの「内戦」は国家の存在を前提とする概念
であり、その意味において国際的戦争との区別という見地から定義せざるを得
ないということになる。
　しかし、西洋の思想史においては、「内戦」は時代により国際的戦争とはっ
きり区別されていなかったり、それどころか、刑事罰や暴力による犯罪などほ
かの各種の暴力行使とまとめて論じようとする試みすらしばしば見られたりも
する。戦争をはじめとするこれら各種の暴力行使を、発動原因や遂行者などの
基準に基づいて区別し、それを通じて自領域内における暴力の規制や独占を実
現しようとする姿勢は、西洋思想に長く存在する正戦論伝統の本質だといえ
る（ 3 ）。そして、その目標を達成し領域的秩序と公権力とを建設することに成功
したのが近代国家である（ 4 ）。近代的な国民国家及び国際秩序が1648年のウェス
（ 1 ）　国際法学会編『国際関係法辞典（第 2 版）』（三省堂、2005年）、669頁。
（ 2 ）　筒井若水編『国際法辞典』（有斐閣、1998年）、260頁。
（ 3 ）　西洋の正戦論の発展史およびその中で提示される暴力行使の際の基準について、取り扱う時代
順に、Bernard T. Adeney, Four Moral Approaches to War in the History of Just War Theory, as Chapter 2  
of the same author, Just War Political Realism and Faith, N.J. & London, 1988, pp. 23⊖48; Frederick H. 
Russell, The Just War in the Middle Ages, Cambridge University Press, 1975; Richard Tuck, The Rights of 
War and Peace: Political Thought and the International Order from Grotius to Kant, Oxford University 
press, 1999, などが挙げられる。西洋の正戦論全体の本質と特徴を分析する邦語文献としては、
山内進「序論　聖戦・正戦・合法戦争――「正しい戦争」とは何か」、および、同「第 1 章　異
教徒に権利はあるか――中世ヨーロッパの正戦論」、同編『「正しい戦争」という思想』（勁草書房、
2006年）などがある。
（ 4 ）　西洋における暴力規制の歴史およびそれと近代国家成立の関係について、山内進「第 1 章　暴
力とその規制（西洋文明）」、同等編『暴力――比較文明史的考察』（東京大学出版会、2005年）、
9 ⊖49頁。
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トファリア条約をもって形成され、それを支える近代的国際法の思想もヴィト
リアからスアレス、ジェンティーリ、グロティウス、ズーチ、プーフェンドル
フにわたる数世代の国際法学者により構築されたとする大方の説に従うなら
ば（ 5 ）、近代的な「内戦」の観念も同じく、この時代に現れ、ほかの戦争、とり
わけ国際的戦争と明確に区別されるようになった、と考えるべきということに
なる。実際に、現代を代表する歴史家アーミテイジが著した、「内戦」の思想
的変容を対象とする唯一と言っていい著作においても、内戦の概念が古代ロー
マにおいて発明された経緯を詳細に解明した後は、関心の矛先が17世紀以降に
向けられているのである（ 6 ）。
　本稿では、このアーミテイジの考察において検討がなされていない時代に目
を向け、また、当該の時代に著された戦争法を扱う著作に対象を絞ることで、
内戦観念が近世初頭に復活していく過程を究明するうえでの手がかりを得るこ
とを目的とする。以下では、まず古代ギリシア・ローマで確立された内戦観念
の判断基準について整理した後に、中世後期と近世初頭においてそれぞれ戦争
ないし暴力行使を対象に扱ったレグナーノのヨハネス（Giovanni da Legnano, c. 
1320⊖83）およびピエリーノ・ベッリー（Pierino Belli, 1502⊖1575）の著作を取
り上げ、その両者における内戦観念の存否または異同を検討する。こうした内
戦概念の検討は、逆説的に、中世後期近世初頭の国家観念の変化をも示唆する
ものであり、近代的国家成立の思想史的過程を分析する上でも意義を有すると
考えられる。
（ 5 ）　このような通説は多くの国際法教科書において共有されている。例として、藤田久一著『国際
法講義Ⅰ国家・国際社会』（東京大学出版会、1992年）、 8 ⊖11頁、小野寺彰等編『講義国際法』（有
斐閣、2004年）、 7 ⊖ 9 頁、杉原高嶺『国際法学講義』（有斐閣、2008年）、20⊖25頁、など。他方、
ウェストファリア条約の近代国際法形成過程における画期的意義を疑問視する著作もある。例え
ば、明石欽司『ウェストファリア条約――その実像と神話』（慶応義塾大学出版会、2009年）が
それである。
（ 6 ）　David Armitage, Civil Wars: A History in Ideas, New York, 2016. デイヴィッド・アーミテイジ著、
平田雅博・阪本浩・細川道久訳『〈内戦〉の世界史』（岩波書店、2019年）
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二　観念の起源：古代ギリシアとローマ
1 　古代ギリシア
　それではまず、ヨーロッパ法思想の源流たる古代ギリシアから論を始めよ
う。古代ギリシアには周知の通り、ポリス（都市国家）が林立していたが、そ
れらは文化的連帯感を有し、オリンピックなど共同の行事に参加し、相互に同
盟を締結するなど密接な政治的関係を有していた。しかし、これらポリスはあ
くまで言語・文化・宗教などを通じた緩やかな集合体であるにとどまり、マケ
ドニア王国に征服されるまで統一的な「国家」を形成することはなかったと
いってよいだろう。その意味で各ポリスは政治的に独立していたが、その間で
はしばしば行われた戦争は、当時において果たしてどのように理解されていた
のであろうか。この問いに端的に答えるならば、それは「内戦」の概念に当て
はまるものとは考えられていなかった、ということになるだろう。アテナイを
盟主としたデロス同盟対スパルタを盟主としたペロポネソス同盟といった、実
質上古代ギリシア世界全体を巻き込んだ様相を呈したペロポネソス戦争ですら
も、内戦とは呼ばれてなかったのである（ 7 ）。
　それでは、ギリシアにおいては「内戦」や「内乱」という観念そのものが存
在しなかったかといえば、決してそのようなことはなかった。ギリシア世界全
体が 1 つの国家としてみなされることこそなかったが、内戦の観念は個々のポ
リス（都市国家）に関して確固として存在していた。プラトンは、著書『国
（ 7 ）　ペロポネソス戦争に関し最も価値ある記述を残したトゥキュディデスは、自著『歴史』の冒頭
でギリシア全体を総称する観念「ヘラス」に言及しつつ、ペロポネソス戦争の性質について「ペ
ロポネソス人とアテナイが相互に対して戦った戦争」とした。「他のギリシア人も両者いずれか
の側に、一部の者は直ちに参加し、他の者もやがて参加しようと意図していると目撃した」とし
ているにもかかわらず、トゥキュディデスは戦争全体、またはその中の一段階についてすら、ギ
リシア人の間の内戦として位置づけることはなかった。藤縄謙三訳『トゥキュディデス　歴史　
1 』（京都大学学術出版会〈西洋古典叢書〉、2000年）、 4 頁。また、同様の認識は、戦争末期の
帰趨について補足したクセノポンにも共有されているように見える。根本英世訳『クセノポン 
ギリシア史 1 ⊖ 2 』（京都大学学術出版会〈西洋古典叢書〉、1998⊖99年）。
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家』の中で正義に適う国家の理想的秩序を唱え、正義が政治的共同体全体の公
共善と市民全員の共同行為を実現させるのに対し、「〈不正〉は、おたがいのあ
いだに不和と憎しみと戦いをつくり出」すと述べている（ 8 ）。そして、内乱（ス
タシス）と戦争（ポレモス）を区別し（ 9 ）、国家内部の派閥争いや内乱は、外部
の敵に対抗する戦争よりはるかに過酷で、国家にとって最大の致命的危険であ
るとし、国家の一部の構成員が勝利し他の構成員が滅びることから生まれる平
和な秩序より国家の構成員全体の友愛と協調により築かれた平和な秩序がはる
かに好ましいとも述べている（10）。ここからは、彼の内戦に関する見解を窺い知
ることができる。
　プラトンの弟子アリストテレスもまた、国家における正義の秩序――すなわ
ち、国制――を論じた文脈で内戦や内乱に触れている。彼は、プラトンと同様
に、ポリス内部における市民間の拮抗により生じる政治的不穏を内紛・内乱と
見なし（11）、その発端と原因を分析し、正義に適う安定した秩序の構築を考案し
た。彼の見解によれば内乱を引き起こす原因として、利益、名誉、傲慢、恐
怖、優越、軽蔑、不均衡な増大、選挙運動、軽視、小さな変更、不類似などが
挙げられるが（12）、アリストテレスは概して、政治体における利益と名誉の不平
等な配分こそが不正となり、人々は平等を求めて内乱を引き起こすと考えてい
る（13）。そして、内紛・内乱の延長線上内戦が起きる（14）、とする。内乱と内戦と
いう語に関するこうした用語法は『政治学』の他の部分にも散見されるが、総
じていえば、アリストテレスは、師のプラトンと同様に、内戦を、国家の市民
（ 8 ）　「国家」351d⊖352a. 田中美知太郎編『プラトンⅡ〈世界の名著 7 〉』（中央公論新社、1978年）、
101⊖102頁。
（ 9 ）　「国家」 5 巻470b4⊖9. 前掲注 8 , 173⊖174頁。
（10）　「国家」462a2⊖b1. 前掲注 8 、171頁。「法律」第 1 巻629d.
（11）　例えば、プラトンに記されているソクラテスの理想的国制に対する批判を行う際に、「政治学」
2 巻 5 章1264b 8 , 同 2 巻 6 章1265b12, 同 2 巻 7 章1266a38, などで内乱・内紛に関する考えが現れ
ている。神崎繁・相澤康隆・瀬口昌久訳『アリストテレス全集　17』（岩波書店、2018年）、80, 
85, 90頁。
（12）　「政治学」 5 巻 2 章1302a18⊖b3. 前掲注11, 253⊖255頁。
（13）　「政治学」 5 巻 1 章1301a39⊖b29. 前掲注11, 249⊖250頁。
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集団内部に現れた紛争と不和の激化した形態と見なしていた。なお、ここでい
う「国家」はポリス（都市国家）を指し、市民とはポリスという緊密な政治的
共同体の行為能力を持つ構成員であると考えられている。すなわち、内戦と
は、同じポリスの市民権保有者の間で起きた戦争と理解される。それゆえ、前
述したポリス間の争いであるペロポネソス戦争も、アケメネス朝ペルシアの支
配に対する諸ポリスの反抗であるイオニアの反乱も、ピリッポス 2 世の死を契
機として起き、アレクサンドロスによるテーバイの大破壊を招いた対マケドニ
アの戦いも、近代的な視点からすれば内戦あるいは内乱としての性格を見出す
ことができるにもかかわらず、当時においてはいずれも内戦として理解されて
いないのである。
2 　古代ローマ
　こうした観念は、ギリシアの政治哲学・国家哲学とともにローマにも引き継
がれた（15）。ラテン語の中で内戦を表す言葉は、“bellum civile” または “guerra 
civilis” であり、まさに「市民同士の戦争」を意味する。その用語法の顕著な
例は、何よりも、内乱の重要な当事者の 1 人でもあるカエサルの『内乱記
（Commentarii de Bello Civili）』である。しかしこれについては以下の点に留意
しなければならない。すなわち、この書物自体はカエサルの死後ローマで出版
され世に知られたものであるが、出版時の表題は、前作に相当する『ガリア戦
記』と抱き合わせのかたちで、『ガイウス・ユリウス・カエサルの業績に関す
（14）　「政治学」 5 巻 3 章1303a37⊖b1. 前掲注11, 260頁。ここでは前466年に勃発したシュラクサイの
傭兵や外国人による反乱が例として挙げられている。これらの外国人や傭兵がすでに市民となっ
ていたことから、旧市民との間の武力衝突が内戦と見なされている点に留意する必要がある。
（15）　ギリシア哲学、とりわけストア派、エピクロス派、キュニコス派の思想が紀元前 2 世紀後期に
ギリシアに対する戦争と征服を通じてローマの上層部に流れ込んだ。その中でもとりわけストア
派哲学者パナエティウス（Panaetius）が、ローマで古くから重んじられてきた「父祖の伝統（mos 
maiorum）」こそ統治のための最良の道だと唱え、ギリシアの政治哲学とローマ人の伝統観念と
を引き合わせたといわれる。三島淑臣『現代法律学講座 3 　法思想史』（青林書院新社、1980年）、
101⊖103頁。
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る覚書（C. Iulii Caesaris Commentarii Rerum Gestarum）』とされていたのであ
り、また、本文中で、著者カエサルは “bellum civile” の用語を用いていないの
である。これらのことから、便宜上、『ガリア戦記』の方を “Commentarii de 
Bello Gallico”、『内乱記』の方を “Commentarii de Bello Civili” 等と区別するよう
になっていったのは後世のことであると推測される（16）。
　古代ローマにおいて “Bellum civile” の用語法が明確に現れてきたのは、むし
ろ、いわゆる「内乱の 1 世紀」が収まった後に著された歴史や伝記においてで
ある。例えば、プルタルコス『対比列伝（英雄伝、Vitae Parallelae）』の中に、
このようなエピソードが記されている。カエサルが独裁官に就任し共和政を脅
かす存在になった後、ブルートゥスがカエサル暗殺を元老院派に持ち掛けて支
援を要請した際に、その中の 1 人であるマルクス・ファヴォニウス（Marcus 
Favonius, c. 90 BC⊖42 BC）が、内戦（πόλεμον ἐμφύλιον）は国家にとって、不
法な統治に比してもなお深刻な弊害であると言い参加を断った（17）、というので
ある。これは、ローマの上層部におけるギリシア国家哲学の影響を伺わせると
ともに、「内戦」という概念がローマの現実の政治情勢に当てはめて用いられ
ていたことを示す一例でもある。
　また、 2 世紀の歴史家アッピアノス（Appianus Alexandrinus, c. 95⊖c. 165）
も、この時期に関する貴重な著作を残した。アッピアノスはアレクサンドリア
生まれのギリシア人ではあるが、ローマ市民権と有しエジプトとローマで公職
に着いていた。全24巻からなる『ローマ史』を著したが、その半分に当たる12
巻が現存しており、その中とりわけ高い評価を受けているのは13巻から17巻ま
での 5 巻で、ローマにおける内乱をその指導者ごとに記した『内乱記（Guerre 
Civili）』である。この著作は、ギリシア語で著されたが、後世に唯一残った
「内乱の 1 世紀」に関する全面的な記述であるため、当時から広範に読まれ、
（16）　カエサル著、國原吉之助訳『内乱記』（講談社学術文庫、1996年）、243頁。
（17）　Brut. 12. 3⊖4. Plutarch, Bernadotte Perrin （transl.）, Lives VI: Dion and Brutus, Timoleon and Aemilius 
Paulus, as vol. 98 of Loeb Classical Library by Harvard University Press, 1918, p. 150. 河野与一訳『プ
ルターク英雄伝 11』（岩波文庫、1956年）、276頁。
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ローマ人の内戦に関する認識を形作ったものとも言える（18）。13巻から17巻の題
目は、それぞれ、『内乱記 1 ：スッラ』、『内乱記 2 ：ユリウス・カエサル』、
『内乱記 3 ：ムティナの戦い』、『内乱記 4 ：対ブルートゥスとカッシウスの戦
い』、『内乱記 5 ：対セクストゥス・ポンペイウスの戦い』である（19）。ここから
も分かるように、元首政期において、内戦とはローマの異なる政治的軍事的指
導者間で公的権力をめぐって行われる抗争のことこそを指すものであり、これ
に対して、周辺他民族に対する征服はもちろんのこと、ローマの域内で勃発し
た奴隷反乱（例として、第 1 次奴隷戦争、Prima guerra servile, 前135―前132年
や、第 2 次奴隷戦争、Seconda guerra servile, 前104年―前100年）あるいはロー
マ市民権を求めるためのイタリア諸都市の反乱（同盟市戦争、Bellum Sociale, 
前90年）すら、ローマの支配を脅かす危険性を秘めた戦いであったにもかかわ
らず、内戦とは呼ばれなかった。
　内戦に関する同様の観念は、ユスティニアヌス帝の法典の中でも現されてい
る。学説彙纂50巻15章に収載された、戸口調査に関するウルピアヌスの見解が
示される法文がその一例である。ここではセプティミウス・セウェルス帝がヘ
リオポリス（20）やラオディケイア（21）の街に、内戦（bellum civile）において自身
を支持した見返りとしてイタリア植民市の国制（italicae coloniae res publica）
（18）　アッピアノス『ローマ史』における記述は、アルベリコ・ジェンティーリ『戦争法論』やグロ
ティウス『戦争と平和の法』など近世以降の戦争法を扱う著述の中でしばしば論述の題材とされ
ていた。カーネギー財団『国際法古典叢書』第16巻ジェンティーリ『戦争法論』の付録索引の統
計によると、同書におけるアッピアノスの著述への言及と依拠は、主に「内乱記」や「ポエニ戦
争」、「ミトリダテス戦争」など戦史を扱う巻に集中しており34箇所存在するという。Alberico 
Gentili, John C. Rolfe （transl.）, De iure belli libri tres as no. 16 of James Brown Scott （gen. ed.）, The 
Classics of International Law （Oxford: Clarendon Press; London: Humphrey Milford, 1933）, p. 438. ま
た、同第 3 巻として収録されるグロティウス『戦争と平和の法』の付録索引によると、同書にお
けるアッピアノスへの言及は、戦史よりさらに取材の幅を広めて合計91箇所にも及んでいるとい
う。 Hugo Grotius, Francis W. Kelsey, etc. （transl.）, as no. 3 of James Brown Scott （gen. ed.）, The 
Classics of International Law （Oxford: Clarendon Press; London: Humphrey Milford, 1925）, p. 891.
（19）　Appian, John Carter （transl.）, The Civil Wars, Penguin Classics, New Ed Edition, 1996.
（20）　Dig. 50. 15. 1. 2. Ulpianus 1 de cens.
（21）　Dig. 50. 15. 1. 3. Ulpianus 1 de cens.
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またはイタリア権（ius italicus）を認めたことが述べられている。ここにおい
て内戦という用語が法文に明確に現れているが、これはセウェルス帝が帝位に
就く際にそのライバルとして対峙することとなったシリア総督ペスケンニウ
ス・ニゲルとの抗争を意味している（22）。また、ユスティニアヌス帝は533年（23）
と534年（24）に、ともにコンスタンティノープルに向け、内戦によって生じ、あ
るいは失われたローマ市民の財産に関する勅令を出しているが、ここでの内戦
もまた、ローマ市民が巻き込まれていることを前提としていることから、やは
りローマ帝国内での内戦を指すものであることは明らかであろう。
3 　まとめ
　古代ギリシアとローマについて総じていえば、内戦とは国家（res public, 
civitas）のような緊密な政治的・法的共同体に属す市民権保有者の集団の間で
繰り広げられた、同胞による武力抗争であるといった観念がこの時代にすでに
確立されていたと考えられる。これまでの検討から筆者は、この時代において
ある戦いが、――“bellum civile” あるいは “guerra civilis” のいずれの表記である
にせよ――内戦にあたるのか否かが判断されていた基準として、以下の 4 点を
挙げることができるのではないかと考える。つまり、（a） 国家（res publica, 
civitas）と呼べるような緊密な政治的・法的共同体の内部でなされた戦いでな
ければならない。共通の言語・文化・宗教的連帯感に基づく緩やかな共同体、
あるいは、商業的・軍事的依存関係または条約などを紐帯に結びつかれた国際
的同盟の構成員の間では内戦は発生しない。（b） 内戦を発動・遂行した当事者
はともにいずれか、あるいは全員が当該国家の市民権を有していなければなら
ない。したがって、市民権を有しない奴隷や外部人との闘争は内戦とは呼べな
い。（c） 内戦の当事者は国家の公的秩序に影響を及ぼすほどの一定の勢力と追
従者を有さなければならない。たとえ市民権の保有者であったとしても 1 人の
（22）　Linda Jones Hall, Roman Berytus: Beirut in Late Antiquity, Routledge, 2004, p. 51.
（23）　CJ. 1. 17. 2. 6b.
（24）　CJ. 6. 51. 1pr.
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個人による国家への敵対的行為が内戦と見なされることはあり得ない。（d） 内
戦は、当事者の当初の目的はどうであれ、それが保有する勢力との関係におい
て、進展とともに必ず国家の公的政治的権力を争奪する様相を帯びるようにな
る。したがって内戦の勝利者はしばしば戦争が収束した後の国家統治者にな
る、という 4 点である。このような判断基準によって確立された内戦の観念に
ついて言及した古代ギリシアおよびローマに著された著作は、後代に近世の戦
争法論者に好んで引用され、議論が展開していくうえでの豊かな素材を提供す
ることとなった。
三　中世後期：レグナーノのヨハネス『戦争、復仇と決闘につい
て（Debello,derepresaliisetdeduello）』
　古代ギリシアとローマにおける内戦の観念と用語法については以上のように
概観されるが、その後の長きにわたって大陸ヨーロッパにおいては「内戦」と
いう観念が意識されることのない状態が続いた。封建制と属人法主義によって
分断された各地域は国家と呼べるほどの大規模な集権的政治体制を完成させる
ことはなく、厳格な身分制と厳しい生活環境は、人々から、政治権力に対する
本格的な抵抗を可能にする経済的基盤を失わせ、場当たり的な衝突と融和が繰
り返される時代が経過していった。政治哲学・国家哲学の名に値する思想は、
教会や帝国といった普遍的秩序をめぐる理念の構築に関連してのみ発展し、地
域的世俗的権力者ないし政治体の支配に関わる諸問題は、しばしば法学者によ
り実用的見地から議論されていた。暴力行使の正当性に関する議論で指針を示
した人物であるグラティアヌスやトマス・アクィナスですら、内戦の問題に対
してはほとんど関心を示していなかったように見える（25）。通説を前提とするな
らば、そうした傾向に変化が生じたのはここからウェストファリア条約が結ば
れるまでの時期ということになるが、その通説の正しさを検証し、かつよりそ
の時期に絞り込みを加えるために、ここで、トマス・アクィナスより 1 世紀
後、14世紀後期の著述に目を向けてみたい。
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1 　戦争の分類
　ここでわれわれが見るのは、戦争の法という論題について単行の著作を残し
た14世紀後期のカノン法学者、教皇令集学派の代表者の 1 人でもあったレグ
ナーノのヨハネス（Giovanni da Legnano、c. 1320⊖83）の『戦争、復仇と決闘
について（De Bello, De Represaliis et De Duello）』（初版ボローニャ、1390年頃）
である（26）。本書は、ホランドにより、学問的アプローチにおける中世的性格の
残存を指摘されつつも、「戦争状態から生じる諸権利と諸義務の集団を全体と
して取り扱う最初の」試みであると高く評価されている（27）。
　本書において著者は、まず第 1 部と第 2 部を用いてそれぞれ簡略に戦争
（bellum）の定義と分類を述べたうえで、第 3 部において分類に従い各種の戦
争における法と注意事項を論じている。レグナーノのヨハネスによれば、戦争
（bellum）は、（a）. 天上の霊的な戦争（第 1 論文）、（b）. 人間の霊的戦争（第 2
（25）　グラティアヌスの教令集において暴力行使につき集中的に扱われているのは第 2 部法律問題23
であり、トマス・アクィナスの『神学大全』において戦争を扱っているのは著名な第 2 ノ 2 部第
40法律問題である。西洋の正戦論の系譜における両者の位置付けとその重要性については、前掲
注 3 で示される研究のほか、邦語文献として、伊藤不二男「グラティアヌスの『教会法』の国際
法学説史上に意義」、『法と政治の研究』（有斐閣、1957年）と同「グラティアヌス『教会法』に
おける正当戦争論の特色――国際法学説史研究」、『法政研究』26巻 2 号（1959）、渕倫彦「いわ
ゆるグラーティアヌスの正戦論について――Decretum Gratiani, Pars II; Causa XXIII に関する若干
の考察」第 4 節、比較法史学会編『法生活と文明史』（未来社、2003年）、ならびに、拙著「中世
キリスト教徒による「正しい」暴力行使――グラティアヌスの教令集第 2 部法律事件23を素材に
（ 1 ⊖ 3 ・完）」、『東洋法学』60巻 3 号⊖61巻 2 号、などを参照のこと。
（26）　レグナーノのヨハネスの『戦争、復仇と決闘について（De Bello, De Represaliis et De Duello）』
は、19世紀後半20世紀初頭の代表的な国際法学者であり国際法史に関して造詣の深いトーマス・
E・ホランドによる編集の下で、カーネギー財団『国際法古典叢書』の第 8 巻として収録されて
いる。これは同シリーズに収録された著述22部の中で最も時代が早いものであり、事実上近世国
際法の学説史の原点と位置づけされている。Giovanni da Legnano, Thomas Erskine Holland （ed.）, 
James Leslie Brierly （transl.）, De Bello, De Represaliis et De Duello, as no. 8 of James Brown Scott （gen. 
ed. ）, the Classics of International Law （Oxford, 1917）. なお、本稿では、原文の理解と訳出に当たっ
てブライアリーによる英訳を参照しており、以降脚注の中でラテン語原文および英訳のそれぞれ
の参照箇所を併記しておく。
（27）　前掲注26, Introduction, pp. ix, xxxi⊖xxxii.
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論文）、（c）. 普遍的肉体的戦争（第 3 論文）（bellum universal corporale）、（d）. 
自己防衛における肉体的私戦（第 4 論文）、（e）. 神秘的身体（corpus mysticus）
――すなわち、市民たちからなる政治的共同体――防衛における肉体的私戦
（第 5 論文）、（f）. 雪冤宣誓のための肉体的私戦（第 6 論文）に大別される。第
3 部はその膨大な分量から、言うまでもなく、この著作の中核的部分であり、
その中でも、とりわけ第 3 論文で扱われている事項（c）は大体今日に観念さ
れる戦争に相当するよう見える（28）。そして、第 5 論文で扱われた事項（e）
は、著者の分類によると書名で示された “de represaliis”、すなわち「復仇」の
部分に当たり、第 6 論文で扱った事項（f）は、書名の “de duello”、すなわち
「決闘」の部分に当たる。レグナーノのヨハネスの分類法においては、戦争
は、その遂行者については天上の神と地上の人間とを問わず、その形式に関し
ては精神的なものも肉体的なものも含められており、公的にも私的にも可能で
ある、相当幅広い定義であることが分かる。
　この曖昧で広範な定義の中で、前節で述べた基準に満たす内戦・内乱はどの
ように位置付けられているだろうか。それは、いうまでもなく、人間の肉体的
戦争だと考えられている。実際に、レグナーノのヨハネスは、第 3 論文の最後
の第76章で、トマス・アクィナスとホスティエンシスの伝統に従い「肉体的戦
争（bellum corporale）」を下記の 7 種類に分類しているが（29）、その中に内戦や
内乱に近いものも含まれているように見える。
（ 1 ）「ローマの戦争」、すなわち、信仰者が不信者や異端者に対し行う戦争。
（ 2 ）反抗者や反乱者に対し絶対の裁治権を有する合法な裁判官の権威に基
（28）　前掲注26, Introduction, p. xxxi.
（29）　前掲注26, p. 129 & pp. 275⊖276. なお、レグナーノのヨハネスは、人間の肉体的戦争の分類を提
示する際に、それが 1 世紀前にトマス・アクィナスとホスティエンシスにより提示されていたも
のであると明確に述べていないというのは、ホランドが指摘しているところである。前掲注25, 
Introduction, p. xxxi. しかし、第76章の末尾において、いずれの戦争の正当性に関する先行議論と
して、レグナーノのヨハネスは、上の 2 名に加え、インノケンティウス 3 世やローマのエギディ
ウス（Aegidius Romanus, c. 1243⊖1316）なども参照文献として提示していることも見過ごしては
ならない。
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づいて行う戦争。
（ 3 ）反発的戦争、つまり、裁判官に反抗する人々が行う戦争。
（ 4 ）特定の人ないしその縁者と隣人が法の権威により認められて行う戦争。
（ 5 ）裁判官と法の権威に服従せず自らを守ろうとするような、法の権威に
対抗する戦争。
（ 6 ）任意の戦争、つまり、当代――すなわち、レグナーノのヨハネスの時
代――の世俗の君主が皇帝の権威なしに発動する戦争。
（ 7 ）必要で合法だと考えられる戦争、つまり、信仰者が法の権威に基づ
き、攻撃者に対し自らを守る戦争。
　以上の諸種の「戦争」の中には、今日の我々が理解するところの戦争とかけ
離れるものも含まれていることはいうまでもない。また、その 7 種類の「戦
争」の中で、著者により明確に合法的であるとされたのは、（ 1 ）、（ 2 ）、
（ 4 ）、（ 7 ）であり、明確に違法とされたのは（ 5 ）、（ 6 ）である。（ 3 ）に関
して著者は、「責任ある者から正義な裁判が得られない場合、戦争が宣言され
うる。なぜなら、救済のための手段に訴えるのである」と述べている（30）。
2 　「普遍的戦争（bellum universale）」と「個別的戦争（bellum particulare）」
　次に、内戦や反乱は「個別的戦争（bellum particulare）」なのか、それとも
「普遍的戦争（bellum universale）」なのか。それを解明するには、レグナーノ
のヨハネスによりなされた両者の定義づけを明確にしなければならない。第 3
論文冒頭の第 1 論（10⊖11章）と第 2 論（12⊖14章）によると、「普遍的戦争」
は、普遍的な神の法と万民法に基づく戦争であり（31）、宗教的権威を有する教会
の長である教皇か、もしくは俗界の頂点に立つ全ローマ人の皇帝のみがそれを
宣言することができるものである（32）。教皇と皇帝がしばしば対立し、相互に戦
（30）　前掲注26, p. 129 & p. 276. ただし、この記述は本文中で示した 7 種の戦争のうち（ 3 ）の直後
ではなく、第76章の最後部に置かれた補足説明であることは留意すべきである。
（31）　前掲注26, pp. 85⊖91 & pp. 224⊖231.
（32）　前掲注26, pp. 91⊖92 & pp. 231⊖233.
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争を宣言したり、また、特権や因習に基づき自らが皇帝の臣下であることを否
認する王や都市も存在したりするのが実情ではあるが、しかしこうしたことを
考慮しても「普遍的戦争」は、少なくとも王の権威を有し、自ら法を制定し、
その裁判によって救済を与えられるような上位者を持たない存在である君主が
開始する戦争のこととされる（33）。そして、教皇や皇帝の権威に対する抗争、す
なわち反乱は、教皇や皇帝が当の反乱者に戦争を宣言した場合に「普遍的戦
争」へと転化するのである。
　では、「個別的戦争」とは何だろうか。レグナーノのヨハネスは、第 4 論文
の冒頭でこれを「人間の願望と対立した事由により生起し、個別的暴力の行使
から発生し、その排除へと向かう闘争」だとしている（34）。「個別的戦争」にも
合法的・不法的の区別は可能であるが、その際に依拠すべき法は、著者による
と、市民法やカノン法、実定法ではなく自然法であるとされる（35）。合法的な
「個別的戦争」はさらに、「本物の身体」を守るための戦争と、「神秘的身体」
を守るための戦争に分かれる。「神秘的身体（corpus mysticus）」という語は伝
統的にキリスト教会を指すことが多いが（36）、ここでは共同体（civitas）（37）を意
味するものであり、著者自身の言葉によると、市民（cives）の結束と定義さ
れる（38）。著者は、「神秘的身体」を守る戦争の例として、「構成員が部外者から
侵害を受けたが、当の部外者がその権威に服する裁判官による裁判がなされて
いない場合に、共同体が被害構成員を守るために宣言する戦争」を挙げてい
る（39）。それは、また、「復仇（represalia）」とも呼ばれている。
　以上からわかるように、レグナーノのヨハネスによると、内戦・内乱は、教
（33）　前掲注26, p. 92 & p. 234.
（34）　前掲注26, p. 130 & p. 277.
（35）　前掲注26, p. 131 & p. 278.
（36）　1 Corinthians 12:12⊖14; Ephesians 4: 1⊖16.
（37）　ラテン語 “civitas” はしばしば「都市」あるいは「国家」とも訳されるが、本稿では近代的国家
との概念的混同を避けるため、「市民共同体」の訳語を当てる。
（38）　前掲注26, pp. xxx, 310, 367, 368.
（39）　前掲注26, p. 130 & p. 277.
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皇や皇帝のような最高権威者が戦争を宣言し当事者になった場合、「普遍的戦
争」となりうるが、そのような宣言がなされていないなら、「個別的戦争」に
とどまる、と考えられていた。また、その「個別的戦争」のカテゴリーの中で
は、一定の規模を備えて市民の結束が形成された場合には、その戦争は、自身
や親縁者の「本物の身体」を守る「自衛」から、「神秘的身体」を守る「復
仇」へと変貌する、とされる。「復仇」の発動者は、「普遍的戦争」の発動者で
ある教皇や皇帝より下位の存在であってもよい。しかしこれは自衛や決闘のよ
うな個人による闘争ではなく、そして共同体（civitas）のあり方と密接な関係
を持つことから、事態は複雑になる。それを扱う第 5 論文の内容に注目してみ
よう。
3 　第 5 論文「復仇について（De Represaliis）」
（ 1 ）第 3 部分――質料因
　「復仇」に関する第 5 論文の題目は、「神秘的身体を防衛するために行われる
個別的戦争、すなわち復仇について」となっている。この論文は 4 つの部分に
大別される（40）。第 1 部分で、復仇が実行される根拠について、第 2 部分で、復
仇の諸原因、とりわけ動力因について、それぞれ短く述べられたあと、比較的
に長い第 3 部分と第 4 部分においては、それぞれ、復仇の質料因と復仇の形相
因について論じられている。動力因、質料因、形相因及びの目的因による分析
法には、明確にアリストテレス哲学の影響が見られる（41）。その中でも質料因を
扱う第 3 部分は、さらに、 4 つの小部分に分かれており、それぞれが、復仇の
執行者（人）（125⊖129章）、復仇の執行対象（物）（130⊖132章）、復仇の執行対
象（人または団体）（133⊖147章）、復仇執行の要件（148⊖152章）を扱ってい
る。ここに、レグナーノのヨハネスにおける共同体の公的秩序に関する考え方
を読み解くヒントがある。各章の題目を以下の通りである（42）。
（40）　なお、カーネギー財団『国際法古典叢書』第 8 巻では、第 5 論文が 2 つの部分に大別されると
されているが（前掲注26, p. 201 & p. 366）、筆者は原文との対照から、著者レグナーノのヨハネ
スもしくは編集者によるミスであると考えている。
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　〔第 1 小部分　復仇は誰に認められるか〕
第125章　復仇はそこに居住する者に認められるか。
第126章　自共同体の裁治権の対象ではない、または、自共同体の構成員では
ない［別の共同体に属する］市民のために復仇が宣言されるべきか。
第127章　「慣行に従って」ある市民にその出身共同体に対する復仇を認められ
るべきか。
第128章　市民および市民と見なされる者に制限的な復仇は認められるべきか。
第129章　ある共同体は、約定または法律に従い自共同体の市民としての待遇
を受ける他共同体の市民に復仇を認めることができるか。
〔第 2 小部分　復仇は何について認められるか〕
第130章　その身体が復仇による拘束をされていない人の財産に対して復仇を
宣言することはできるか。
第131章　復仇を宣言された共同体の域内にある財産に対し、ただ宣言された
復仇が執行に移ったことのみを理由として当該財産を押収し復仇を宣言した共
同体の域内に運搬することは可能か。
第132章　ある共同体が他の共同体に復仇を宣言した場合、復仇を宣言した共
同体の支配者が、復仇を宣言された共同体の支配者に書簡を送る形で、そこに
ある財産に対して復仇を執行することができるか。
（41）　12世紀ルネサンス以降の神学者・法学者たちがアリストテレスの弁証法に基づき論述を展開す
ること自体は広範にみられる傾向であるが、レグナーノのヨハネスについていえば特にアリスト
テレスの 4 原因説を採用し、それを戦争などの暴力行使に当てはめて考察している点においてそ
の影響が顕著である。また、レグナーノのヨハネスの著作に見られるアリストテレス哲学の強烈
な影響についてはホランドも指摘している（前掲注26, pp. xxxii）。なお、本文では省略した目的
因に関する説明は、第 4 論文「個別的戦争」の冒頭で見つけることができる。すなわち、復仇も
含む個別的戦争の目的因はすべて「人間の願望と対立した事由の排除」であると考えられている
（前掲注26, p. 130 & p. 277）。
（42）　前掲注26, pp. 201⊖203 & pp. 355⊖374.
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　〔第 3 小部分　復仇は何に対して認められるか〕
第133章　もしある共同体が他の共同体の市民に対し復仇を宣言した場合、そ
の共同体に在住している者への復仇が執行されることは可能か。
第134章　もしある共同体が他の共同体の市民に対し復仇を宣言した場合、そ
の共同体に在住していない者への復仇が執行されることは可能か。
第135章　復仇の対象とされた共同体の在住者または市民が同時に第三の共同
体の市民でもある場合、彼らに対し復仇が執行されることは可能か。
第136章　女性に対して復仇が執行されることは可能か。
第137章　未婚の聖職者に復仇が執行されることは可能か。そして、既婚の聖
職者に復仇が執行されることは可能か。
司祭がその下にいる聖職者に対する裁判を怠り、彼の上位者に訴えることもで
きない場合、世俗の裁判官が当該聖職者に対し復仇を宣言することはできる
か。
第138章　ボローニャの学生、あるいはさらに、勉学のためにパドヴァへ移動
中の他のボローニャの学生に対し、復仇が宣言されることは可能か。
第139章　使節に対し復仇が宣言されることは可能か。
第140章　祝祭、聖ヤコブ教会やほかの（教会から）免償を与えられた場所へ
行く者に対して、復仇が宣言されることは可能か。
第141章　ミラノで不正を行ったボローニャの行政官（potestate）に復仇が宣
言されることは可能か。
第142章　不正を行った行政官や支配者の役人に対し復仇が宣言されることは
可能か。
第143章　市民共同体の執政官や支配者が裁判を拒否する場合、彼らに対し復
仇が宣言されることはできるか。
第144章　完全に無責である私人の提訴に対し、その主君または他の私人の犯
行につき裁判が行われなかったといった原因で、復仇が宣言されることは可能
か。
第145章　ある共同体の、部分的従属者であるが完全なる従属者ではない者に
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対し、復仇が宣言されることは可能か。
第146章　裁判を行うことを拒否する一部の人々に対し、復仇が宣言されるこ
とは可能か。
　〔第 4 小部分　復仇は何によって認められるか〕
第147章　復仇が認められる前にはまず裁判官への提訴がなされておくべきで
あるが、裁治権の不在からも復仇は認められ得る。その由来について。
第148章　復仇が認められる前に、裁判官が裁判を行うように求められるべき
か。
第149章　害を受けた者が害を加えた者の共同体で訴訟に持ち込まれるのを恐
れている場合、裁判官が書簡を送る形で他者への裁治権移転または仲裁者の選
出を求めることは可能か。
第150章　裁判を求められるべき裁判官は誰か。
第151章　復仇を認められるには、どの程度の不正が求められるか。
第152章　復仇の宣言を生み出す、上位者に訴えることが不可能と思われる状
況はどのようなものか。
　以上は第 5 論文第 3 部分の各章の題目であるが、そこから著者レグナーノの
ヨハネスの検討する「復仇」の内容は、必ずしも彼が第 4 論文の冒頭で挙げた
ような、自共同体の市民が外国人（部外者）から侵害を受けたが、当共同体の
裁判官による裁判がなされない場合に、自らの共同体が被害市民を守るために
宣言した戦争、という単純な事例に限られるわけではないことがわかる。「復
仇」は戦争の一種とされるが、実のところこの部分においてレグナーノのヨハ
ネスは、戦争（bellum）という語を避け、もっぱら「復仇（represalia）」を用
いているようにも見える。復仇を認めるのは裁治権（jurisdictio）を有する共
同体（civitas）の裁判官であることが原則であるが、その裁治権が不在か、ま
たは、裁判官の不作為の場合、市民たちは自ら自然法に基づいて復仇を行うこ
ともできるとされる（43）。復仇の対象は主に加害者である他共同体の市民の身体
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と財産であるが、自共同体市民の加害行為に対する裁判を怠った他共同体の支
配者や裁判官も含められることがある。ここでの共同体は相当幅広い概念であ
り、帝国全体を意味する場合もあるが、それに従属する一部分の市民集団も想
定される。文脈から見るに、著者レグナーノのヨハネスが主にイメージしてい
たのは都市であると考えられる。また、類似する存在として教区や大学なども
挙げられよう。これでは、中世イタリア法学の伝統における重層的裁治権の構
想も表れている（44）。上述の通り、復仇の前提になるのは裁治権による承認では
あるが、しかしその裁治権の怠慢または不在の際に市民たちは自然法に従い救
済を得るための手段として復仇を行うことができる。すなわち、これらの国ま
たは共同体の間に暴力による闘争が行われる場合、教皇や皇帝が当事者として
加わらない限り、レグナーノのヨハネスによると、その闘争は「復仇
（represalia）」に分類されるのである。
（ 2 ）第 4 部分――形相因
　これらのことから、復仇の根拠となる自然法は、共同体（civitas）の秩序を
定める実定法より上位にあることは明らかであるが、その関係をさらに明確に
するために続きの第 4 部分も見てみよう。第 5 論文の第 4 部分は、復仇の形相
因、すなわち復仇のやり方に関する内容を扱っている。それは、さらに、 2 つ
の小部分に分かれ、それぞれ復仇を宣言する形式、ならびに、復仇を執行する
形式について論じている。その各章の題目は下記の通りである。
　〔第 1 小部分〕
第153章　復仇を宣言する形式について。
第154章　復仇の宣言に対抗するために立ち上がってよいのは誰か。
第155⊖156章　不正を行ったことまたは正義を拒否したことはどのように証明
（43）　前掲注26, p. 167 & p. 322.
（44）　勝田有恒等編『概説西洋法制史』（ミネルヴァ書房、2004年）、136⊖139頁。
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されるか。
第157章　復仇により財産が押収された場合、それが初回の裁決または二度目
の裁決により留置されることは可能か（45）。
　〔第 2 小部分〕　復仇を執行する形式について
第158章　復仇を認められた者が自らの権威、または、（復仇を）認める行政官
の役人により、それを執行することはできるか。
第159章　身体を拘束しまたは財産を押収した者はそれらを裁判官へと提出す
る義務があるか、それとも彼自身でそれを保持することができるか。
第160章　復仇により押収された財産は売却されるべきか。それは対価で受け
入れられるべきか、あるいは見積りをされるべきか。
第161章　復仇の宣言は祝日に執行されることは可能か。
第162章　もしとある者が自分自身または押収された財産を守ることを望むな
ら、どのような裁治権が援用されるべきか。
第163章　取り立ての対象となった者は、取り立てが行われた原因となる債務
や非行を行った者に対し、救済方法があるか。
第164章　取り立ての対象となった者は、支配者に対して、元々の債務者に対
すると同様の救済方法があるか。
第165章　復仇により身柄を拘束された者は、彼自身の権威において、自身が
捉えられた共同体の人々の身柄を押さえることは可能か。
第166章　既存の法による復仇が許されない場合、新しい制定法によりそれを
認めることは可能か。
父の非行に対し息子も責任があると定めたある共同体の制定法に基づき、当該
共同体の領域外に在住する息子に対し、執行がされることは可能か。
第167章　ある人間が別の人間に対し責任を有するとの合意は合法になりうる
（45）　ここでいう「初回の裁決」は、被告が法廷に現れないときに裁判官が行った、被告の出廷を促
すための裁決であり、「二度目の裁決」は、それでも被告が出廷を拒否する場合になされた判決
である（前掲注26, p. 170 & p. 326）。
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か。
4 　まとめ
　以上、復仇に対するレグナーノのヨハネスの考察を概観すると、彼の中で復
仇は幅広い事項を含んでいることが分かる。はっきりしているのは、復仇とは
暴力を用いた衝突と闘争である、ということである。それゆえ、レグナーノヨ
ハネスはこれを、広い意味での戦争の一種として考え、他の暴力による衝突と
ともにこの著作の中で扱っているのである。また、復仇に対する彼のアプロー
チは基本的にアリストテレスの 4 原因説に従ったものであり、このことが後世
の戦争法論者に 1 つのモデルを提供した（46）。
　とはいえ、復仇は、戦争――レグナーノのヨハネスの用語法を使うと、「普
遍的戦争」――とはやはり異なるようにもみえる。その中には、今日の観念に
おける強制執行や刑罰、自力救済、反乱、地域間または集団間の武力紛争など
さまざまな暴力行使の態様が含まれている。また、それらのさまざまな暴力行
使に教皇や皇帝のようなキリスト教世界の最上位の権威者が当事者として加わ
ると、「普遍的戦争」になる可能性もある。レグナーノのヨハネスが、中世の
カノン法学者として、暴力行使に当たり正当原因の存否に関する検討を最も重
要視する中世正戦論の伝統を引き継いでいるのは確かである。そのため、復仇
について議論する際にも、質料因を扱う第 3 論文部分の分量が最も多く、考察
も最も詳細である。しかし、他方で彼はあくまで中世後期に身を置いていた人
（46）　レグナーノのヨハネスから刺激を受け、アリストテレスの 4 原因説を用いて戦争を分析した人
物の典型例として16世紀後半の国際法学者ジェンティーリがいる。とりわけ、戦争の形相因と目
的因に対するジェンティーリの考察は、それまでのものより格段に充実され、国際法理論の形成
過程においてグロティウスに大きな影響を与えたのみならず、17世紀以降の実定国際法の基礎を
築いた。このことについて、前掲注18ジェンティーリ『戦争法論』、および、拙著「アルベリコ・
ジェンティーリの正戦論――『戦争法論』 1 巻における「動力因」と「質料因」を中心に」、『一
橋法学』11巻 1 号、「アルベリコ・ジェンティーリの正戦論――『戦争法論』 2 巻における「形
相因」を中心に」、『一橋法学』12巻 3 号、「アルベリコ・ジェンティーリの正戦論――『戦争法論』
3 巻における「目的因」を中心に」、『一橋法学』15巻 1 号。
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物であり、暴力行使の行為者（動力因）が当該暴力行使の性質を判断する上で
の重要な基準になっていることにも気づいていた。そのため彼は、最上位の権
威者が参加しているかどうかで、人間の肉体的戦争を「普遍的戦争」と「個別
的戦争」との 2 つのカテゴリーに大別したのである。このようにヨーロッパの
異なる勢力集団間の内戦は、教皇や皇帝が参加するかどうかによって、「普遍
的戦争」とも「復仇」ともなり得るわけである。
　レグナーノのヨハネスの、暴力行使の行為者を重要視するこうした姿勢は、
時代の発展の趨勢に合致するものだったが、しかしながら、それゆえに行為者
に対する彼の観察には時代的な制約を免れるものではなかったと言わざるを得
ない。というのは、この時代にあってもレグナーノのヨハネスは、普遍的帝国
の理念を固持していたように見えるためである。彼は、第 3 論文の冒頭部分
（第13章）で次のように宣言している。
　「われわれは、この世には 2 種の国民が存在することを知らなければならな
い。それは、ローマ人とそれ以外の人である。ローマ人とは、第一にはローマ
帝国に完全に服従している者のことを言い、彼らは帝国のすべてとローマ法、
そして地方統治を受け入れている。また、ロンバルディアの諸都市やほかの類
似した都市のような、帝国の法に依拠して暮らし皇帝を地上の主と認めること
で、完全ではないが部分的に服従している人々も、ローマ人に属す。……ヴェ
ネツィア人のような、皇帝にも帝国の法にも全く従わないが、特権によりその
立場を得たと称する人々も、ローマ人に属す。……自らの地域をコンスタン
ティヌス帝やほかの皇帝から贈与されたと称するローマ教会のもとにある諸地
域において、契約による免除を有すると主張し皇帝には従わないが、しかし
ローマ帝国の有する管轄権を行使する人々も、結局のところ、ローマ人に相違
ない。フランス王、イングランド王、スペイン王など、自らが皇帝の臣下であ
ることを認めず、特権または規定により独立していると主張する王たちもすべ
て同様であると言えるだろう。聖母の教会に従うほぼすべての民族は、たとえ
彼らが皇帝を地上の主として認めず、福音書の文言に反して「自分はカエサ
ル・アウグストゥス他が発した法令から逃れている」と主張したところで、つ
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まるところローマ人なのである、と結論付けられる。」（47）
　したがって、この普遍的ローマ帝国が地上で聳え立ち、その最高権威者の地
位が明確である以上、レグナーノのヨハネスにおける復仇の発動者たる共同体
（civitas）は従属する下位の共同体に他ならず、古代ギリシア都市国家やロー
マの共和国・帝国でもなければ、今日の意味での主権国家でもない。仮にこれ
らの共同体の間に闘争が勃発したとしても、それが帝国の普遍的秩序を脅かさ
ない限り、この争いは「復仇」として位置づけられる。しかし、これがもし帝
国の普遍的秩序に支障をもたらし、最高権威者たる教皇や皇帝までも巻き込ま
れる事態となったなら、その時点から闘争の当事者（の一方）は、異教徒・不
信者などの非ローマ人となんら変わりない帝国の「敵」になり、「普遍的戦
争」をもって撲滅される対象となるのである。この枠組みの中にあっては、
「内戦（bellum civile）」という概念は、暴力行使を考察するカテゴリーとして
存在し得ない。実際、レグナーノのヨハネスの『戦争、復仇と決闘について
（De Bello, De Represaliis et De Duello）』の中では、戦争（bellum）の概念が、
ありとあらゆる闘争を含む極めて広い事項として考察されているにもかかわら
ず、内戦（bellum civile, guerra civilis）という用語法は 1 回も現れていないので
ある（48）。
（47）　前掲注26, p. 93 & pp. 232⊖233.
（48）　レグナーノのヨハネスの『戦争、復仇と決闘について（De Bello, De Represaliis et De Duello）』
の中で、形容詞の “civilis（-e）” はしばしば使われているが、それと組み合わされている単語は、
“ius civile” か “monarcha civile”（ 1 箇所のみ）しかない。ちなみに、これと同じ用語法の傾向は、
フランシスコ・デ・ビトリアの『インディオと戦争の法について（De indis et de iure belli 
relectiones）』（初版1532年頃）にも見られる。後者には “civilis potestas”, “authoritas civilis ”, “ius 
civile”, “monarcha civile et temporalis” など組み合わせのバリエーションが若干多く見られるもの
の、「市民法（ius civile）」を除けば基本的に「霊的・教会の」の対置概念としての「世俗的」と
の意味で使われている。Francisco de Vitoria, Ernest Nys （ed.）, De indis et de iure belli relectiones, as 
no. 7 of James Brown Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （Washington, 1917）.
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四　近世初期：ピエリーノ・ベッリー『軍事・戦争論（Deremilitari
etdebello）』
1 　『軍事・戦争論』の特色と意義
　次に、170年ほど時代を下り、近世初頭の軍事著述家ピエリーノ・ベッリー
の主著『軍事・戦争論』（1563年）について見てみよう。この書物は、同時代
に書かれた同じテーマを扱ったものの中で最良の 1 冊であり、次の世代の国際
法学者アルベリコ・ジェンティーリやさらにその次の世代のグロティウスに計
り知れない影響を与えたと称えられている（49）。書物の冒頭部では、著者による
献辞――ちなみにこの書物はスペイン王フィリッペ 2 世に捧げられたものであ
るが――の後、同時代の読者たちによる賛辞や推薦文が付されている。その中
に、キュジー男爵にしてサボイア公国の伝奏官であるエマニュエル・フィリ
ベール・ピンゴン（Emmanuel-Philibert de Pingon, 1525⊖82）による興味深い短
詩が含まれている。
　「ホメロスはアキレスやユリシーズの軍隊しか知らない；
　ウェルギリウスにはアエネーアース以外何もない；
　ルカヌスよ、汝は内乱の戦列ばかり歌っている（50）；
　ほかの者のトランペットの重音はテーバイドのみを生み出す（51）；
　ギリシアとローマの文筆家は些細なことを扱うか不完全なものを残す。
　　もう十分だ；過去において生み出されたものは不出来なものばかりだ。
（49）　Pierino Belli, Herbert C. Nutting （transl.）, De re militari et bello tractatus, as no. 18 of James Brown 
Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （Oxford & London, 1936）, 18a⊖19a. なお、以降では
同著の引用につき、前節同様、脚注の中でラテン語原文および英訳のそれぞれの参照箇所を併記
しておく。
（50）　マルクス・アンナエウス・ルカヌス（Marcus Annaeus Lucanus, 39⊖65）の叙事詩『ファルサリア』
のことを指す。カエサルとポンペイウスの抗争を題材とした『ファルサリア』には本邦において
は端的に『内乱』という訳題を当てられている。ルカヌス、大西英文訳『内乱（上）・（下）』（岩
波文庫、2012年）。
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　　 ベッリーは国内にいながらにして、外国で行われた戦争を芸術まで発展さ
せる。」（52）
　これは最高級の賛辞ではあるが、ベッリーの比較対象として古代の詩人たち
を選択したことはやや的外れだったと言わざるを得ない。それに比べ、他の賛
辞では「ベッリーの著述は永遠に、かつ雄弁にどのような条約が最も正しい
か、どのような寛大さが征服された相手に（示されるべき）か、統治が確立す
ることがどんなに素晴らしいかを明記した」と著作の内容に触れ、「ベッリー
が軍務の法とローマの戦闘部隊を甦らせて、それらを古い栄光へと復帰させ
た」と述べられている（53）。後者はまさにベッリーの著作の特徴を的確に捉えて
いると言えよう。本書においてベッリーは、中世イタリア法学から養分を吸収
するとともに、古代ギリシアそしてとりわけ古代ローマの文献から多くの事例
や先例を引用しているのである（54）。古代の素材を自らの論述に生かすスタイル
（51）　プブリウス・パピニウス・スタティウス（Publius Papinius Statius, 45⊖96）の『テーバイド』を
指す。オイディプスの遍歴を題材とするこのラテン語叙事詩は、本邦においては『テーバイス』
とも呼ばれ、ホメロスやヴェリギリウスとは異なる視点と手法から、アルゴスとテーバイ（テー
ベ）という 2 つのポリスの間で起きた紛争を扱っている。
（52）　前掲注49, vol. 1, 表記無頁、vol. 2, p. vii. エマニュエル・フィリベール・ピンゴンはサボイア家
の分家に出身し、ベッリーがサボイア公国の宮廷顧問を務めた（1561⊖1575）ときの知人であっ
たと思われる。
（53）　前掲注49, vol. 1, 表記無頁、vol. 2, p. vii. この賛辞を残したのはフランチェスコ・フェッラーリ
（Francesco Ferrari）という人物であるが、管見の限りにおいて、当人について詳細な情報は得ら
れなかった。
（54）　ベッリーがユスティニアヌス法典および中世のローマ法学者・カノン法学者から大量に引用し
たことは、ペルージャ大学で法学の教育を受けた彼の学術的背景――ジェンティーリが母校と勤
務校のために書き上げた『ペルージャ大学及びオックスフォード大学賛歌 Laudes Acaemiae 
Perusinae）』の中でベッリーに触れている（前掲注 48, p. 12a; Laudes Academiae Perusinae et 
Oxoniensis, Hanoviae, 1605, p. 21）――を考えて特に驚きではないが、それと同時に、クセノポン、
カエサル、キケロ、ホラティウス、リウィウス、プルタルコス、ルカヌス、タキトゥス、スエト
ニウス、ランプリディウス（Aelius Lampridius）、スパルティアヌス（Aelius Spartianus）、ウォピ
スクス（Flavius Vopiscus Syracusanus）、ウェゲティウスなど古代の著述家たちの著作から大量引
用したことは注目に値する。
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はルネサンス期以降の著述の特色でありベッリーに始まるものではないが、し
かし彼と、そしてマキアベリは古代ローマの戦略や戦争作法、軍務管理、兵士
訓練などの知識と経験が近世の軍事実践の中で有する意義をはっきりと認識
し、中世のスコラ神学者・法学者による道徳哲学的戦争論と異なる、世俗的・
実践的アプローチを確立したとも考えられる（55）。
　『軍事・戦争論』の前半部で、ベッリーは、勅法彙纂第 3 巻第34章第 2 法文
第71節に対するバルドゥスの註解に基づき、その戦争についての分類を紹介し
ている。ベッリーの理解によるとバルドゥスは、戦争を目的により攻撃、自
衛、失われたものの回復との 3 種類に分けているとされる。続いてベッリー
は、グラティアヌスの教令集第 2 部法律問題23第 2 問第 1 カノンに対する出典
不明の註釈を引用し、不正な戦争に関する判断基準を紹介している（56）。すなわ
ち、（a） 聖職者が関わる、（b） 戦争の発動に不適切な事由による、（c） 恣意的
で緊急ではない、（d） 復讐を行う目的と意図による、（e） 権限のない戦争が不
正に当たる、とするのである。ベッリーはこのほかにも、ホスティエンシスや
パノルミタヌス（Panormitanus, 1386⊖1445）の分類法にも触れており、さらに
その後でキリスト教神学の伝統に一応の敬意を示す意味においてか、内的戦争
と外的戦争といった用語法についても取り上げているが、これらについての紹
介ないし言及は非常に概略的なものにとどまっている。著者ベッリーによる検
討の矛先は細かな分類法の当否よりも、戦争の権限、すなわち、誰が戦争を宣
言することができるという問題に向けられていた。そしてこれこそが、ベッ
リーの戦争論の基礎をなすものであり（57）、またそれは内戦と反乱に関する彼の
（55）　ベッリーの論述における実践的特徴について、A. ニュスボーム著、広井大三訳『国際法の歴史』
（こぶし社、1997年）、131⊖132頁。
（56）　前掲注49, vol. 1, pp. 2⊖3 & vol. 2, p. 5. なお、本稿において、著者ベッリーにより引用される先
行の神学者や法学者などの議論に言及する際には、基本的に、ベッリー自身が本著において示し
た理解に基づく。ベッリーの理解自体の正当性についての検証は、今後の課題としたい。
（57）　ニュスボームもこの点につき、ベッリーがスコラ的正戦論に従いつつ古代ローマの法律資料や
中世の註釈者にも拠っており、それらからの引用も有り余るほどなされているとして、特別に注
意を払っている。前掲注55、132頁。
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思想とも密接に関連を有するものであることから、以下で詳細な検討を行うこ
ととしたい。
2 　宣言者から考察する戦争の諸形態
（ 1 ）主君、従属者、聖職者
　ベッリーは、第 1 部第 5 章において、自らの法の下で暮らし自分たち自身の
管理を行っている国民や民族、完全に独立である王やほかの支配者たちは、誰
もが状況に応じて自らの判断で戦争を宣言することができる、と明確に述べて
いる（58）。その根拠たる事例として、リウィウスの記した古代ローマ史の中の
ローマ建国から共和政末期に至る数々の戦争がほぼ満遍なく列挙されている
が、しかし著者がここでイメージしているのは、明らかに、当代のフランス王
やスペイン王をはじめミラノ公国やヴェネツィアのような都市国家も含める各
種の権力体である（59）。
　次に、ベッリーは、上位の権威者を持つ従属者が戦争を宣言する、またはさ
れることができるか、すなわち、戦争の当事者になりうるかとの問題を検討し
た。結論として彼は、このような場合、従属者が宣言するかされるかを問わ
ず、主君が臣下に庇護の義務がある以上、上位者たる主君の同意を得なければ
ならない、と。ここでベッリーは、バルドゥスを引用し、臣下が主君の了承を
得ずに勝手に戦争を行った場合、その封土を失うことになる、と結論づけてい
る。そして彼は、さらにこの議論を展開させ、もしある者が、主君を持つ従属
者の行為によって害を受けた場合、当の従属者に直接戦争を宣言するのではな
くその主君に訴えれば、その主君の裁決で被害を回復し正義を実現できるた
め、戦争を行う必要がなくなるとする。そして、ホスティエンシスとバルトル
スの両者に共通する見解を引用し、もしその主君が裁判を拒否したならば、剣
に訴え当の主君に戦争を宣言することもできるとした（60）。ちなみに、ここで彼
（58）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 7.
（59）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 6.
（60）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 8.
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は、上述した教令集の註釈で示されていた戦争を判断する基準を正しくないと
し反論している。すなわち、ベッリーは、被害に対する復讐を果たすために戦
争を行うことは許される、と考えるのである。
　そこで、問題はさらに発展する。もし、戦争を宣言する側と戦争を宣言され
る側が双方ともに同じ主君の従属者である場合、当然ながら、共通の主君はこ
のことを事前に知らされるべきである。さもなければ、カノン法学者カルデリ
ヌス（Joannes Carderinus,? ⊖1365）が述べたように、勝手に戦争を開始した従
属者たちはともに反逆の罪を負うことになる（61）。また、ベッリーも、現実問題
として、もしある従属者が自分自身の有力で強情な封臣を懲らしめたいと考え
るなら、共通の上位者たる主君に相談するほうがより思慮深い方法であるとし
て、ホスティエンシスとバルトルスの意見に賛成の意を示している。
　聖界諸侯に関しては、事情がより明確である。教皇は、その教会の長たる地
位ゆえに、当然ながら「君主（princeps）」として戦争を宣言する権限がある
が、それ以下の聖職者もまた、上述した上位者に対する事前通知という要件さ
え満たせば、戦争を宣言することができる、とベッリーは言う。さらに、イン
ノケンティウス 4 世が述べたように、反乱する従属者に対して、聖界諸侯が直
接処理することも許される。たとえこのような武力行使をするとしても、それ
は戦争を発動するというよりも適正な権威を行使し正義を執行するためのもの
と考えられるのである（62）。
　ベッリーのこうした見解において、結局のところ、上位者たる主君の権限行
使については、それと従属者たる臣下との力の相対関係が問題を読み解く鍵に
なるようにみえる。インノケンティウスやカルデリヌスの想定する主君は、力
において臣下を圧倒しその意に反した処分を下し執行することもできるような
強力な存在である。対して、ホスティエンシスとバルトルスは、主君にとって
も一定程度脅威にもなるような強力な臣下が現実に存在し得る、と考えたので
（61）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 8.
（62）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9.
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ある。これらの意見に矛盾が存在することにベッリーが気づいていたため、自
身の論考の中で両者の調和を図ったのである（63）。また、聖職者について俗界諸
侯と区分し、下位の従属者に対し直接処分を加えられると論じたのは、教会の
聖職者についてはそのヒエラルキーや力関係がより明確だったためだろう（64）。
（ 2 ）主君と従属者と間の戦争――反乱
　以上の論考の後に、内戦に関する考え方を考察する本稿にとってとりわけ興
味深い議論が続いている。それは、主君と、反乱を起こした封臣あるいは従属
者との間の戦争に関するものである。当該問題につき、ベッリーに理解される
ところのバルトルスの意見は次の通りである。すなわち、バルトルスは、反乱
者に対する主君の武力行使は戦争に該当すると捉えており（65）、また、皇帝がイ
タリアの自由な市民共同体（libera civitatis italiae）――すなわち、フィレンツェ
とヴェネツィア――に対し戦争を宣言した場合、これらの都市は間違いなく皇
帝の敵と考えられ、そしてそこで捕虜となった人々は奴隷にされる（66）、と考え
ているというのである。しかしこの見解に対し、ベッリーは賛成していない。
ベッリーによれば、これらの共同体（civitas）がバルトルスにより帝国の下に
置かれ、ローマ市民の一部だとされている以上、「敵（hostes）」と称されるよ
うになる理由は見当たらないという。「敵（hostes）」と「反乱者（rebillis）」は
（63）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9.
（64）　しかし、ベッリーは聖職者本人の暴力行使を厳しく戒めており、この点において、彼が中世カ
ノン法学の伝統的観点を受け継いでいることが分かる。彼は、聖職者が戦いに参加することも部
下の兵士に敵を殺せと命令することも許されないとした。さらに、兵士に人間らしいふるまいを
促すことこそが聖職者の役割であり、たとえ正しい戦争においてでも、人を殺したり手足を切断
したりすることをすれば、聖職者たる地位を喪失すると述べている（前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, 
p. 9.）。
（65）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9. ベッリーが付した注によれば、バルトルスは学説彙纂第49巻
第15章第24法文に対する註解の中で、これを「第 3 の形での戦争（tertio modo indictur bellum）」
としている、という。
（66）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9. ベッリーの付した注によると、このバルトルスの観点は学説
彙纂第28巻第 1 章第13法文に対する註解の中で述べられているという。
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全く異なるものであり、奴隷獲得と原状復帰の権利（iura captiuitatis et 
postiliminii）は敵や外国人のような部外者とのやり取りに適用されるものであ
る（67）以上、インノケンティウスが指摘したように、もし皇帝がこれらの共同体
を「敵（hostes）」だと宣言していないなら、この状況に適用されることはあっ
てはならないと、ベッリーは主張する。バルトルスも、反乱した共同体や民族
に属する人々が捕虜にとられた場合でも彼らは奴隷にされるべきでないと補足
しているが、ベッリーは、バルトルスよりもインノケンティウスの見解を、論
理的により筋が通ったものと考えている。ただし、彼は、ヴェネツィアのよう
な共同体は帝国の下にいる従属者にとどまるものではないと、もう一度強調す
ることも忘れてはいなかった（68）。
　一方、従属者たちもまた、主君に対する反乱を軽々と起こすべきではないと
される。この問題について、ベッリーはまず、カノン法学者カルデリヌスを引
き、従属者または臣民は聖書の忍従の掟に従い、主君の手による人的・物的被
害に耐えなければならないのが原則であるとした。しかし、忍従の掟はあくま
でも説諭であり絶対的命令ではないから、不正に苦しむ従属者はさらに上級の
主君に訴え、それが受け付けてもらえない場合には司教に訴えることもできる
と、ベッリーは続く。最後に、彼は、これらの方法がすべて無効である場合、
武器をとることも許されると、付け加えた（69）。また、後続した論述の中で述べ
られているように、従属者たちが自らの主君とは別の主君に忠誠を誓う場合
――とりわけその主君と自らの主君との間に戦争が行われる場合――彼らは自
らの封土を失うことになる（70）。そして、自身の主君がそれよりさらに上位の主
君と対立する場合、その対立が意見の不一致に基づくただの口論にとどまって
いる限りにおいては自らの直接の主君を支援するべきであるが、ことが武力紛
（67）　『国際法叢書』の編者によると、これは D. 49. 15. 24, および、D. 50. 16. 234 pr である。前掲注
49, vol. 2, p. 9.
（68）　前掲注49, vol. 1, p. 4: ʻ... cum illa civitas non subsit Imperio...ʼ & vol. 2, 10.
（69）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, 10.
（70）　前掲注49, vol. 1, p. 143 & vol. 2, p. 292.
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争まで発展したならば、法に基づく裁治権（jurisdictio）の有する側に肩を入
れるべきだと、ベッリーが考える（71）。
（ 3 ）　共同体間の戦争――内紛
　最後に、ベッリーの考察対象は、ヴェネツィアやフィレンツェのような自由
な共同体が相互に戦争を行う際の法的関係に移っている。彼は、これを「内紛
（dessensio civilis）」だと位置づけている。ベッリーの観察によると、彼に先立
つ時代においては、共同体間の戦争に奴隷獲得と原状復帰の権利が適用される
かどうかの問題について、それぞれバルトルスとバルドゥスに代表される 2 種
の相反する説が唱えられていた、という。バルトルスは、学説彙纂第49巻第15
章第24法文に対する註解の中で、共同体間に戦争が行われた場合、奴隷獲得と
原状復帰の権利が適用されるとの意見を示した。対して、バルドゥスは、勅法
彙纂第 7 巻第14章第 4 法文と同第 8 巻第47章第 7 法文に対する註解の中で、こ
れとは反対の意見を示した。彼は、ファエンツァとアレッツォとの都市戦争を
例に挙げ、それらの共同体間で戦争が行われるとしても相互に「敵（hostes）」
と考えられることにはならず、したがって、たとえその戦争が正戦であっても、
捉えられた捕虜は奴隷にならず人質もその地位を失うことはないと述べた（72）。
　この相対立する 2 説を吟味した結果、ベッリーはバルドゥスの方に賛成の意
を示し、さらに持論を展開している。サラセン人や野蛮人、あるいは皇帝も教
皇も承認しないその他の諸民族間で戦争が行われる場合、奴隷獲得や原状復帰
を含む万民法上の諸権利が適用される。しかし、ローマ共和政期のイタリアで
勃発したスパルタクスを頭とした奴隷戦争や、ティベリウス帝の治世における
ヌミディア人タクファリナスが引率したアフリカの反乱、あるいは第 2 次ポエ
ニ戦争後に起きたカルタゴ人に反抗するマトス（Mathos,? ⊖237 B. C.）とスペ
ンディウス（Spendius,? ⊖238 B. C.）の指導した傭兵戦争に関しては、事情が異
（71）　前掲注49, vol. 1, p. 30 & vol. 2, p. 69.
（72）　前掲注49, vol. 1, p. 5 & vol. 2, p. 10.
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なる、とベッリーは言う。プルタルコスやタキトゥスの書物に記録されたよう
に、タクファリナスが自分と部下たちのための土地を要求した際に、ティベリ
ウス帝は激怒し、脱走兵や盗賊の集団に敵への権利を与えてはならない、とそ
の要求を一蹴している。同様に、クラッススも決してスパルタクスに投降の機
会を与えなかった（73）。これら古代の事例を回顧した後で、ベッリーは、これら
反乱者や盗賊団、秩序の破壊者に対しては戦争の法も万民法も適用されない、
と結論付けたのである。ここにおけるベッリーの観点は、もともとの考察の対
象であった都市間の戦争と結び付けると趣旨が非常に明確なものとなる。すな
わち、都市規模の共同体間の戦争は内戦に当たり、内戦においては国際戦争の
当事者であるような「敵（hostes）」が発生せず、したがって戦争の法やそれが
依拠する万民法が適用されないということである。
（ 4 ）反乱と内紛に適用される法
　では、万民法が適用されない場合、内戦を発動した当事者にはどのような法
と権利が帰属するのだろうか。ベッリーは、『軍事・戦争論』の中で、しばし
ば、戦争と反乱を合わせて検討し、必要に応じて対比も行っている。国内の反
乱者がしばしば外国の敵と結託することを念頭に置き、ベッリーは、戦争中に
敵に加わり自らの君主と国家に対抗するために武器を取った者は、普通の敵と
してではなく、反乱者としてみなされる、と明言する。彼は、自分の国家を損
なう陰謀を企てるだけでも反乱や反逆で咎められる以上、敵と結託し自国の君
主に反乱した者は、いかなる理由があるとしても、反逆の罪を犯した者以外の
何ものでもなく、当然あらゆる市民の権利を失うと、容赦のない態度を示して
いる（74）。さらにベッリーは、『軍事・戦争論』第10部分（75）の中で、戦後処理の
様々の事項とともに、反乱者の処遇も論じている。彼は自らの観点を説明する
ために、ここで、 1 つの架空の事例を用いている。とある君主が、臣下 A が
（73）　前掲注49, vol. 1, p. 5 & vol. 2, pp. 10⊖11.
（74）　前掲注49, vol. 1, p. 120 & vol. 2, p. 221.
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自分の敵に給養、武器または軍勢をもって支援することで自身と自身の威厳な
らびにその支配を深刻に脅かしたとして、A の財産を没収し自分の国庫へ入
れ、そして自分の忠実な下僕 B に贈与した、と声明（manifesto）で宣告した
という事例である。そして、議論の的は、当該君主の宣告に効力があるのかど
うか、という点に置かれている（76）。
　実のところ、これと同じ事例について、それまでの多くの法学者たちが議論
を展開している。ベッリーによると、その中でも、デキウス（Filippo Decio, 
1454⊖c. 1535）の意見が代表的であり、カルデリヌスなど多くの法学者に支持
されている、という。デキウスは、反逆者の財産を国庫へと没収されることに
関して異論はないが、その根拠になるものは法令の規定であり正規な手続によ
らない君主の非正式な声明ではない、それゆえ後者には効力が認められないと
した（77）。というのも、（a） 君主の主張は彼自身の都合から生まれるものである
ため認められるべきではなく、（b） 罪が証明されるまでは臣下 A の封土が奪わ
れるべきでもなく、（c） この君主がしたように、軽率かつ用意なしに言い渡さ
れた宣告は無効であって、（d） 君主に伝えられた情報は他人による伝聞に過ぎ
ず、宣誓を伴っていない証言が信用されるべきではない、からだ、とデキウス
はいう。しかし、これとは反対の意見も存在し、ベッリーはそれらも検討の材
料としている。例えば、バルドゥスは、皇帝が自分の命令についてその理由を
明確に述べている以上、われわれは彼の意志に従い命じられた言葉を忠実に守
らなければならず、そして、皇帝が何人かを忘恩だと批判し、その理由で彼か
ら封土をはく奪するなら、彼の忘恩に関する証明は不可欠な要件ではない、と
（75）　『軍事・戦争論』は11部分から構成される。各部分は概ね戦争の時系列の発展に従い開戦から
終戦まで編成されているが、区分は厳密ではなく、分量もそれぞれで大きく異なる。この、構成
が洗練されていない点については、カヴァリエーリとニュスボームも指摘している。前掲注49, 
pp. 13a⊖14a, 前掲注55, p. 131. ちなみに第10部分は 2 章に分かれて、それぞれ「平和について（De 
Pace）」と「和約に誰が含まれるか（Pacis foedera ad quos extendantur）」と題されている。前掲注
48, vol. 1, pp. 121, 127.
（76）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, pp. 319⊖320.
（77）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, p. 321.
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述べている。アンカラノのペトルス（Petrus Ancharanus, c. 1333⊖1416）は議論
をさらに一歩進め、皇帝が反乱の首謀者と認定した者に対しては、先に刑罰を
執行してその財産を没収し他人に与えてから正式の手続を開始しても構わない
とした。さらに、マッタエウス・デ・アフリクティス（Matthaeus de Afflictis, c. 
1417⊖1523）は、反乱の首謀者の財産を没収する君主の権利は第三者に委託さ
れることも可能であり、そしてその場合財産を没収される者は、いかなる法令
や手段を用いても、委託を受け没収を行った当該第三者に対抗し財産を回復す
ることができない、とした。ベッリーは、反乱とされる行為が君主の不在中、
または発覚より過去に発生したものならデキウスの見解が適用されることも可
能だとしながらも、基本的に、後者、すなわち、君主の命令――たとえそれが
正式な手続を踏まえていないものでも――の効力を認める立場を採っている。
すなわち「もし最高の君主が関与しているなら、その絶対的な力の行使ととも
にそのように彼が宣言を発し命令を下したなら、ここで、われわれもその決定
に服従しなければならない」（78）と。
3 　まとめ
　以上、考察してきたように、独立した政治体における君主の権限について、
ベッリーの見解においては、基本的に非常に強いものと考えられている。しか
し、ベッリーの著作の中では、自らの判断で戦争を宣言できる「自らの法の下
で暮らし自分たちの管理を行う国民や民族」について、全体を通じて例示こそ
なされているものの、それ以上明確な定義や詳細な検討はなされていない。教
皇も聖職者についても、しばしば世俗の支配者・権力者とともに議論されてい
るのみならず、ヴェネツィアやフィレンツェのような共同体についても帝国の
下位の従属者ではなく、独立した政治体だとしつつ、それらの共同体間の戦争
を「内紛（dessensio civilis）」とするような矛盾があるのも否めない（79）。にも
（78）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, pp. 321⊖322: “...in supremo Principe qui de absoluta potestate ita narrauerit 
& disposuerit, adhuc dicendum erit credendum ei esse...”
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かかわらず、われわれは、ベッリーが戦争や内戦に関する議論を展開する際に
近世の新しい秩序を前提としている点から、彼の時代認識を見て取ることがで
きる。ベッリーが武力行使に関わる諸問題を考察する際には、レグナーノのヨ
ハネスが何よりも重要視していた普遍的帝国の存在とローマ人であるアイデン
ティティは、その重要性を失っていたのである。
　中世の神学者・法学者に受け入れられていた理念上の皇帝・教皇の至高の支
配権は、ベッリーの著作の中で、批判の対象にすらなることなく、端的に無視
されていた。彼らの議論の中に表れていた「皇帝（Imperator）」の地位と諸種
の権力は、ベッリーにおいては特に説明が付されることもなく、独立した政治
体の「君主（princeps）」の地位と権力を検討する素材として援用された。ベッ
リーが関心を向けたのは、王国、公国、都市国家のような現実の中ですでに自
らの法秩序を確立させ自分たちの管理を行っている独立した政治体の内部、あ
るいはその間の関係に他ならなかった。したがって、これら政治体内部の従属
者・臣民が主君の了承を得ず勝手に行使した暴力＝内乱は、政治体の相互間の
武力行使＝戦争と区別して議論されることとなった（80）。その意味で、ベッリー
は、近世において、古代の内戦・内乱の観念を復活させたといえよう。
　とはいえ、ベッリーによる復活は、古代ギリシア・ローマの観念をそのまま
近世に複製したものというわけでもない。前述したように、古代ローマの文脈
において内戦とは、市民権保持者同士による抗争であり、市民権を有しない奴
隷や外国人との闘争は内戦とは呼ばれなかった。しかし、ベッリーの内戦・内
（79）　ちなみに、ベッリーの著作『軍事・戦争論』は、出版されてから、常に、実務において指導的
な価値を有するものの、理論性に関しては不十分であるとの批評を受けてきた。この点について、
カーネギー財団『国際法古典叢書』第 8 巻に付されたアッリーゴ・カヴァリエーリ（Arrigo 
Cavaglieri）の手による紹介を参照のこと（前掲注49, pp. 22a⊖23a.）。
（80）　この区分をさらに明確化し徹底させたのはアルベリコ・ジェンティーリである。ベッリーが
ジェンティーリに与えた影響は、前掲注17より Alberico Gentili, Gordon J. Laing （transl.）, De 
legationibus libri tres, as no. 12 of James Brown Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （New 
York & Oxford, 1924）の中でより強く表れている。ベッリーのジェンティーリに与えた影響につ
いて、カヴァリエーリも指摘している（前掲注49, pp. 20a⊖21a.）。
東洋法学　第63巻第 3 号（2020年 3 月）
139
紛を巡る論述の中では、スパルタクスの率いた奴隷戦争や帝政期のアフリカで
の反乱、カルタゴの傭兵戦争が事例として引用されている。ベッリーは、武力
行使の当事者たちが市民権を持っているかどうかという判断基準に基づくので
はなく、むしろ独立した政治体が支配を確立させた領域内で起きた武力抗争を
内戦だと考えているように見える。それはとりもなおさず、政治体の空間的・
領域的支配についての認識だと言えよう。そして、明確な理由は示してはいな
いものの、ベッリーは仮にヴェネツィアとフィレンツェのような自由な共同体
＝都市間で戦争が起きたならばそれは「内紛（dessensio civilis）」だと考えた
ほうが筋が通ると述べた（81）。すなわち、ベッリーのイメージした自らの法と統
治を有する独立した政治体とは、古代ギリシアでイメージされたポリス（都市
国家）よりさらに広大な領域を有するものだった。ローマ人の帝国という理念
上の結合が崩れ去った後に現れた「独立した政治体」とは、ベッリーにおいて
はまだきれいにベールを脱ぎ捨ててこそいないものの、自らの領域内において
暴力を規制・独占しつつある近代的意味での「国家」そのもの、あるいはその
萌芽だったのではないだろうか。
五　まとめ
　以上、古代と中世後期、そして近世初頭の幾人かの思想家・法学者の著作に
おける武力闘争、とりわけ内戦の観念の変遷を考察してきた。そこからは古代
ギリシア・ローマに確立された内戦の観念的モデルが、対応される対象が欠け
ていた中世を経て、近世においてまた復活したという大きな流れを見て取るこ
とができる。
　より具体的に言うならば、まず古代ギリシア・ローマにおいては、 2 章にお
いて提示した通り、 1 つの武力紛争が内戦に当たるかどうかを判断する基準と
して以下の 4 点が用いられていたと考えられる。すなわち（a） 内戦が起きる
舞台は緊密な政治的法的共同体＝国家である。（b） 内戦の当事者は当該国家の
（81）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 10.
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市民権を有する。（c） 内戦の当事者は国家の公的秩序に影響を及ぼすほどの勢
力を有する。（d） 内戦は、結果的に国家の公的政治的権力を争奪する様相を帯
びる。
　これらの基準を念頭に置いて、中世後期のカノン法学者レグナーノのヨハネ
スの『戦争、復仇と決闘について』の中で検討された武力闘争の諸相を当ては
めてみると、両者はぴったりと合致するものではない。というのも、レグナー
ノのヨハネスの考察の出発点となった世界像の中には、普遍的なローマ人の帝
国が屹立していたからである。この帝国は基本的にキリスト教世界と重なり、
共通の宗教と文化を有し一定程度商業的・政治的関連を有する緩やかな共同体
とはいえるが、緊密な関係性を前提とする政治的・法的共同体とは異なり、そ
の帝国の市民権者――ローマ人のアイデンティティ＝キリスト教の信仰を有す
る団体や個人――が数多く、かつ、多様な形態で存在していた。これら帝国の
「市民」が相互に行う武力紛争は、帝国の公的秩序――もしそれが存在するな
ら――を脅かすような、すなわち、帝国の最高位の支配者と観念される皇帝や
教皇も関与するところまで達していないなら、本質的には個人間の暴力行為と
変わりがない。しかし、それがもし皇帝や教皇も巻き込む事態まで達し、最高
位の支配者までもがそこに参戦するなら、この武力行使は、すでに内戦ではな
く、むしろローマ人との帝国外部の異教徒や不信者との全面戦争と同様のもの
として観念されるのである。また、帝国の普遍的秩序は神の摂理に合致し神の
意に適うものとして想定されており、その下では、偶発的な――現実には頻発
していたが――個人間での暴力行使は起こり得るものの、帝国＝キリスト教世
界が分裂するほどの内戦が発生することはありえない、とされていた。たとえ
現実に帝位や教皇座を巡る熾烈な政治的・軍事的闘争があったとしても、観念
の世界においてその戦いは、内戦・内乱には該当せず、勝利者はあくまで教皇
や皇帝選出のしきたりに則った正統性を伴う権力取得を行ったものと考えられ
ていたのである。
　しかし、中世盛期から続いたそのような普遍的帝国の秩序に対する理念は近
世において崩れ去った。その変化は、ベッリーの『軍事・戦争論』における内
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戦や反乱の観念に明確に現わされている。ベッリーの観念の中には、レグナー
ノのヨハネスの思い描いた唯一のローマ人の帝国の代わりに、王国、公国、自
由都市など数多くの、より規模の小さい政治体が林立している。それらの政治
体はそれぞれの内部において独自の法に基づく秩序を確立し支配を行ってい
る。従属者なり臣民なりその領域内にいる構成員は、不正な侵害を受けた場
合、すぐに暴力や武器に訴えるのではなく、その侵害が主君・支配者からなさ
れたならなるべく忍耐し、他の構成員からなされた場合にはまず主君に救済を
訴え出ることが求められる。すなわち、構成員は領域内の公的秩序を尊重しな
ければならない。そして、構成員は、忍耐が限界を超えたとき、または、救済
の訴えに主君が不作為で答えた場合、武器をとって抗争することになる。これ
により、内戦が勃発する。このような内戦は、独立した政治体相互間の戦争と
異なり、万民法の規制対象とはならない。領域内における合法な支配者は反乱
者に対し、自らの意志に基づき懲罰する権限を有しており、かつその際には既
存の法令の定めた手続を取らなくてもよいとされた。というのも、反乱者がす
でに自らの反乱行為をもって領域内の法秩序を否定したからである。ベッリー
の観念したこのような独立した政治体の内部には、重層的な中間団体も残存す
るが、少なくとも独立した政治体の領域は基本的に政治体の支配者の裁治権
（jurisdictio）が確立された空間と重なると考えられた。その境界線について
は、無論まだ十分に明確に画定されているとは言えないが、直接の主君とそれ
よりさらに上位にある主君が対立する際に、臣民たちがどちらに従うべきかを
判断する指針になるのである。ベッリーの観念した、この裁治権（jurisdictio）
の及ぶ空間こそ、後世において明確化されることとなる近代国家の「領土」概
念の源なのではないだろうか。その意味においては、普遍的帝国の理念が崩壊
し領域支配の観念が確立したことにより、古代ギリシア・ローマの内戦・内乱
観念が、若干の変化を施されつつ復帰したとも言えるかもしれない。
　本稿において考察した 2 篇の著作は、中近世の変わり目に確立されつつあっ
た戦争法という新しい領域においてともに礎となったといえるものである。両
者は、研究対象とする事項をほぼ一にしているものの、観念的枠組においては
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大きな相違があることが浮き彫りになった。14世紀末のレグナーノのヨハネス
の『戦争、復仇と決闘について』の中では、まだ中世の普遍的帝国の秩序の観
念が前提になっていたが、16世紀中葉に著されたベッリーの『軍事・戦争論』
においてはすでに、いち早く近代国家の観念的萌芽が取り入れられていること
が分かる。しかし、後者にあっても、バルトルスやバルドゥスをはじめ中世の
ローマ法学者・カノン法学者の学説や見解が数多く検討の俎上に載せられてい
ることは無視できない事実である。今回は筆者の力不足および紙幅の関係もあ
りこの 2 人のみを対象とするにとどまり、また考察も極めて不十分であるが、
今後も、中世盛期から近世に至る著述家たちの残した文献を研究し、中近世に
おける武力紛争法の理論的系譜を補完していくことを課題としたい。
 ―Yuan ZHOU・東洋大学法学部准教授―
東洋法学　第63巻第 3 号（2020年 3 月）
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